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研究要旨：Crohn 病は経過中に外科治療を必要とする症例が多く、術後再発が一定の頻度であることか

ら、本症に対する治療目的である QOL の改善に関して術後再発予防は必須の課題である。術後再発危険

因子について諸家の意見は一致しておらず、術後再発予防治療を行うにはまず、本邦での再発危険因子

を明らかにし、それらを有する治療対象患者を正確に抽出することが必要である。治療対象症例を明確

にして適正な再発予防治療を行うことで患者のQOL改善と医療費や副作用を考慮した適正な再発予防治

療を行うことが可能となる。本プロジェクト研究は多施設共同の prospective study により本邦での正

確な術後再発危険因子を明らかにすることを目的とした。本プロジェクトでは初回腸切除、または狭窄

形成術を施行した Crohn 病症例の再手術を含む再発率と再発危険因子を検討するために 370 例を集積

し、術後 5年間の経過観察を多施設共同による prospective study を行い、本邦での術後再発率、再発

危険因子の検討を行うこととした。症例登録期間を延長しており、症例の集積を開始して 3年 3カ月経

過した現在、倫理委員会で承認を受けた各施設中、8 施設で昨年の 237 例から 308 例に登録症例が増加

した。登録期間を延長してさらに症例の集積を継続する予定である。 
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Ａ.研究目的 

Crohn 病は経過中に外科治療を必要とする症例が

多く、定の頻度で術後再発がみられる。術後再

発危険因子として主に罹病期間、罹患範囲、手

術適応、吻合法などが挙げられているが、諸家

の報告で一致していない。本研究班で行われた

retrospective study では初回手術の適応が

perforating type が non perforating type に

比べて有意に再手術率が高いことが報告されて

いる(1)。現在は術後再発予防治療として免疫調

節剤や生物学的製剤などの治療が行われてお

り、治療法によっては医療費の増加や重症の副

作用に留意する必要がある。適正な術後再発予

防治療を行うためには術後再発危険因子の確定

が不可欠である。本プロジェクト研究は多施設

共同による prospective study により本邦での

正確な術後再発率、再発危険因子を明らかにす

ることを目的にしている。 
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B.研究方法 

Crohn 病初回腸切除術、または狭窄形成術後の

再発危険因子を多施設共同で prospective study

で明らかにすることを目的とし、protocol を作

成した（平成 29 年度本研究班業績集に掲載）。 

（倫理面への配慮） 

参加施設の症例を匿名化して結果を集積、分

析する。 

 

C.研究成果 

1.登録症例数（表-1） 

 登録開始から 3年 3カ月で倫理委員会承認施

設のうち、8施設で 308 例が登録されている。 

2.中間報告（表‐2.3.4） 

 集計した 280 例では喫煙率 27％。肛門病変合

併率 39％、手術適応は perforating 

indication46.5%, non perforating indication 

53.5%, 手術術式は回腸切除術が 33.6％、回盲

部切除術が 30.0％と多くを占めた。 

 

D.考察 

 本プロジェクト研究により本邦での初回腸切

除、または狭窄形成術を施行した Crohn 病症例

について再手術を含む再発率及び再発危険因子

の解析を行って再発予防治療の対象症例を明確

にすることが可能となり、治療効率の向上、医

療経済、副作用の軽減、観点から重要と考えら

れる。 

 

E.結論 

本邦の Crohn 病症例で術後再発治療の対象症

例が明確にすることにより患者の QOL 改善と医

療費や副作用を考慮した適正な再発予防治療を

行うことが可能となる。症例の集積を継続す

る。 

 

F.健康機関情報 

 特になし 

 

G.研究発表 

 今後予定する。 

 

H.知的財産権の出願、登録状況 

 特になし 
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